
はは じじ めめ にに

みなさんこんにちは。本日講演をさせていた

だきます角谷です。どうぞ宜しくお願いします。

私のことをご存じの方も多いかと思います

が、私も数年前までは神鋼パンテツクの社員と

してみなさん同様に業務に励んでおりました。

こうしてみなさんのお顔を拝見しますと、懐か

しい顔ぶればかりでほとんどの方の顔を知って

いるようです。

プロフィールを見ていただければ分かります

が、実は今回このセミナーに参加されているみ

なさんは全く私と同年齢で、これからお話しす

る内容は、私も同じ手続きを行う必要があり、

みなさんにより一層の親近感を持って本日の講

演の準備をしてきました。

せっかく知り得た知識を、みなさんと共有す

るということで今回の講演を進めていきたいと

考えていますので、最後までお付き合いのほど

宜しくお願いします。

何事も自主、自決、相互自立の精神が大切

今回の講演のタイトルは、「６０歳定年退職後

のあなたの生活を支える知識～社会保険手続等

とその選択肢～」となっています。

これまでの人生では、会社に所属している限

り保険や税金等の面倒なことは、全て会社に担

当部署があり処理してくれていました。ここに

お集まりのみなさんは、あと１年以内には、こ

れまでのようなサービスをしてくれる会社とい

う後ろ盾をなくしてしまいます。

そこで、具体的な制度の説明に入る前に、こ

れからの人生は何事も自己責任をベースに「請

求に始まり、自主、自決、相互自立」が大切で

あるということを申し上げておきます。

高齢化社会に向けて年金や保険等、現在の日

本ではさまざまな社会保障制度が整備されてい

ますが、これらの制度の一つひとつは、全て自

分から請求しないと給付してもらえないシステ

ムになっています。

これは何を意味するかというと、６０歳定年退

職後の生活はみなさん自らが、勉強し行動して

いかないとせっかく用意されている社会保障制

度を充分に活用できないということです。みな

さんが長年掛けてきた年金でさえも、黙ってい

れば一銭も給付されません。

第２の人生を充実して過ごすためには、何で

も自分にプラスにするという前向きな考えで、

何事にも興味をもって積極的に取り組む姿勢が

大切だと思います。

以下、各種の社会保険制度についての説明は、

神鋼パンテツク株式会社で１５年以上勤続、満６０

歳定年退職等を前提条件としていることを断っ
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ておきます。

誰もしてくれない社会保険の手続き

健康保険も選択が必要

再就職される場合で、再就職先に健康保険が

ある時は、働く条件にもよりますが、原則的に

は再就職先の健康保険に加入することになりま

す。

再就職の予定がない場合は、「任意継続被保

険者」の申請をし、在職中と同じ「神戸製鋼所

健康保険組合の健康保険に加入」と「国民健康

保険加入」のどちらかを選択する必要がありま

す。

まず「国民健康保険加入」の場合は、前年度

の年収で負担する保険料が決定されるため、以

前と同じ収入が無いにも関わらず大きな負担が

生じることになります。

一方「任意継続被保険者」の場合は、これま

で会社が払ってくれていた事業主分をあわせて

負担することになりますが、在職中と同じ内容、

条件で給付を受けることができます。

したがって、通例、少なくとも退職後１年間

は「任意継続被保険者」を選択することをお奨

めします。この場合、申請手続を会社経由で退

職日までに行うこともできます。

なお「任意継続被保険者」は退職後２年間が

限度となっているので、退職次年度（１年経過

後）は、引き続きもう１年継続するか「国民健

康保険」の加入するかについて、保険料の負担

と給付内容の差を十分に考慮して決定すること

が良いでしょう。

これらの他に、国民健康保険に加入の場合で

も退職日現在で治療中の疾病については、初診

日から５年間を限度に在職中と同じ一部負担金

で給付を受けることができる「資格喪失後継続

療養」という制度があります。

４月より介護保険がスタートします

介護保険制度とは我が国の急速な高齢化によ

る老後の介護問題を社会全体で支え、利用者の

希望を尊重した総合的サービスを安心して受け

ることができる仕組みです。この制度は２０００年

４月１日よりスタートし、受給者は被保険者で

あって、老化に伴い介護が必要になった人（要

介護者）を対象とし、虚弱老人（要支援者）も

寝たきり予防の観点から必要なサービス（予防

給付）を受けることができます。

被保険者は満６５歳以上の第１号被保険者と、

満４０歳以上６５歳未満の第２号被保険者に分かれ

ています。

６０歳定年退職後のあなたの生活を支える知識

任意継続被保険者 国民健康保険加入 資格喪失後継続療養

適用用件
退職前被保険者期間
２ヶ月以上

無職、自営業者等
退職前被保険者期間
１年以上

手 続 き
退職日の翌日から２０日以内に
会社経由健康保険組合へ請求

退職日の翌日から１４日以内に
住所地の市区町村へ提出

退職日の翌日から１０日以内に
会社経由健康保険組合へ請求

保 険 料 本人負担＋事業主分も負担 所得、住民税等を基準に決定 負担なし

期 間 原則２年が限度
保険適用の会社に勤務すると
脱退

該当の疾病の初診日から５年

給付内容
法定給付＋付加給付
（在職中と同じ）

法定給付のみ
傷病手当金の給付はない

退職日現在で治療中の疾病等
原則として受給中のもの

負 担 金
療養給付：本人２割

家族３割
療養給付：本人３割

家族３割
療養給付：本人２割

家族３割

任意継続被保険者、国民健康保険および資格喪失後継続療養との比較
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満６５歳以上の方の月額保険料負担は、所得に

応じて各市町村が設定し、全国平均で２，９１５円、

神戸市は３，１３８円となっています。徴収方法に

ついては、年金額が月額１５，０００円以上の方は年

金から天引きとなり、１５，０００未満の方は個別に

納付することになります。

満４０歳以上６５歳未満の健康保険組合の被保険

者（神戸製鋼所健康保険組合の場合）は２０００年

６月まで標準報酬月額の２．５／１０００、７月以降は

６．５／１０００となる予定です。

給付の対象者ですが、満６５歳以上の方は要介

護または要支援と認定された場合に給付の対象

となります。満４０歳以上６５歳未満の方は、老化

に伴う初期の痴呆、脳血栓疾患、パーキンソン

病、慢性関節リュウマチ等の１５種類の疾病が原

因で、要介護または要支援の状態と認定された

場合に給付の対象となります。

介護の認定を受けるには、介護を受ける人が

住む市区町村の福祉の窓口へ「要介護認定」の

申請手続をする必要があります。

雇用保険を受けるためには

雇用保険の基本手当（失業手当）は、退職後

すぐに失業手当をもらう場合と一定の期間後か

ら求職申込する「受給期間の延長」をする場合

の選択ができます。すぐに手当をもらいたい方

は、定年退職日の翌日以降に会社から離職票を

受け取り、すみやかに職業安定所にて「求職申

込」を行います。また、「受給期間延長」を希

望する場合は、「求職申込」の前に「受給期間

延長申請書」を退職日の翌日以降２ヶ月以内に

職業安定所に提出します。この場合、１年間を

限度に希望の期間延長でき、この期間中は失業

手当は給付されません。延長期間終了後、ある

いは期間途中で求職したくなったときは、「求

職申込」を行います。

定年退職後すぐに再就職する場合は、当然な

がら失業手当は受給できませんが、退職後１ヶ

月以上の期間をあけて一定の要件を満たし再就

職した場合は、再就職手当（支度金）が受給で

きます。どちらを選択するかは、個人のライフ

スタイルや生活環境によって異なりますが、現

在の厳しい雇用情勢から考えると、再就職先の

条件が本人の希望に合っていれば、就職を優先

させてその中で雇用保険の受給が可能な選択肢

を選べばよいでしょう。

＜再就職手当の要件・支給額＞

①所定給付日数の１／３（１００日）以上残し、

安定した職業（１年以上）につくこと。

②再就職先が、退職前の会社と資本的、人的な

密接関係等がないこと

③受給期間延長していた場合は、延長終了後「求

職申込」、待機期間（７日）経過後に就職内

定・決定であること。

④再就職日前３ヶ年以内に再就職手当または常

用支度金の支給を受けていないこと。

⑤再就職手当の額は、給付残日数に応じて次の

基本手当日額の日数分

給付残日数：２００日以上＝１２０日、

１５０日以上＝７０日、

１００日以上＝３０日

それでは基本手当（失業手当）は実際にどの

程度給付されるのでしょうか、その計算方法は、

給付期間は……等々、みなさんの一番関心のあ

るところだと思いますので、後に示すようにま

とめてみました。

ここで、失業手当の給付額を増やすポイント

を紹介すると、これには近道はなく計算期間中

に欠勤しないこと、そしてできるだけ残業等で

月例賃金を増やすの２点です。

そうなると一時休業の影響はどうなるのか心

配になりますが、休業日の取扱いについては調

整の対象となるので、まず心配はいりません。

また、失業手当を受給中にアルバイトをした

場合、失業手当はどうなるのでしょうか、これ

はアルバイト当日分の手当はもらえませんが、

その分は後送りとしてきちんと給付されます。

ただし、あくまでも臨時的アルバイトに限定し

ており、雇用契約を結ぶ等されると常態雇用の

Ⅱ．講演要録

― 4 ―



アルバイトとみなされ、「失業」と認定されな

くなるのでご注意下さい。

その他、個別延長給付として、特定不況業種

離職者、障害者等の方が一定の基準を満たすと

きに失業手当の給付日数が延長されます。６０歳

定年退職者はこれに該当しますので、延長の対

象になります。具体的には３００日の給付日数を

もらってなお就職できないときは、さらに６０日

延長されて３６０日となります。したがって忘れ

ずに延長申請をしましょう。このとき定年まで

勤めていた会社（SP）には６０歳定年後の再雇

用制度はないとはっきり言うことが大切です。

＜失業手当の要件・支給額＞

①手当日額：賃金日額（※１）×計数（０．５～０．８）

上限は９，８１０円
※１一時金を除く退職前６ヶ月の

賃金総額（時間外含む）／１８０

②給付日数：勤続年数５年以上６０歳定年退職者

は、３００日分

③受給期間：原則は１年間で、定年退職者は受

給期間延長申請により１年間延長

が可能。

④支払方法：支払い希望金融機関指定の口座に

失業認定日の約１週間後に振り込

まれる。

満６０歳～６５歳未満の方で、再雇用、再就職に

より、満６０歳到達時登録の賃金に比べ１５％（最

高３６％）以上、賃金が下がった場合には、高齢

者雇用継続給付として新賃金（交通費含む）の

１～２５％が支給される。ただし、給付金と新賃

金をあわせて３９２，４８５円が上限となり、支給期

間は満６５歳になるまでの就業期間中となりま

す。なお、６０歳定年退職後、一旦職に就かずリ

フレッシュしてから再就職し、再就職先を６カ

月以上勤務して退職した場合（新たに受給資格

が発生する）は再就職時の賃金が計算のベース

となるので、この点について注意が必要です。

職業安定所長の指示により公共職業訓練等を

受講するときは、訓練終了日まで次の技能習得

手当が支給されます。

受講手当５９０円／日�
�
�
�
�

（左官溶接等の特定職種は２０００円／日）、

�
�
�
�
�通所手当４２，００円／月が限度

また、教育・能力開発関係では教育訓練給付金

がありますが、これは定年退職者だけでなく在

職者でも次の条件で給付が行われる制度です。

①被保険者期間が５年以上、過去５年以内に

教育訓練給付を受給していないこと。

②労働大臣が指定した教育訓練を受け終了し

た場合に、本人が支払った訓練経費の８０％

（上限２０万円）を給付。

③受講終了後、職業安定所へ、１）支給申請

書、２）修了証明書、３）領収書、４）本

人住所確認の証明書、５）雇用保険被保険

者証（写）を提出する。

④受講終了後、１ヶ月以内に申請すること。

ここまで説明した雇用保険の制度は現時点で

の内容ですが、雇用保険法は将来的に改正が予

定されているので、みなさんも見逃さないよう

に注目していただきたいと思います。

次に予定される雇用保険法改正（案）で、６０

歳定年の方に直接関係する内容は次のとおりで

す。

①給付日数の変更（平成１３年４月１日より）

被保険者期間２０年以上：３００→１８０日、

５年未満：２４０→９０日

②保険料率の引上げ（平成１３年４月１日より）

失業給付等の分 ８／１０００→１２／１０００労使折半

６０歳定年退職後のあなたの生活を支える知識

― 5 ―



厚生年金等を受けるためには

次に年金ついて説明したいと思います。年金

は大きく分けて公的年金と私的年金の２種類が

あり、公的年金は厚生年金（老齢厚生年金、障

害年金、遺族年金、脱退手当金）、国民年金、

退職共済年金、厚生年金基金、国民年金基金が

あります。また、私的年金は適格退職年金、銀

行・証券・生命保険・損害保険の個人年金等が

あります。

厚生年金の給付額は次の計算式によって算出

されます。

＜厚生年金の計算方法＞

年金額合計＝報酬比例部分※１＋定額部分※２＋

加給年金※３

※１平均標準月額×生年月日別乗率×被保険者

期間（月数）×物価スライド率

乗率＝８．１８／１０００（昭和１５年４月２日～１６年

４月１日生まれ）

被保険者期間＝上限４４４ヶ月

物価スライド率＝１．０３１（平成１１年度基準）
※２１，６２５円×定額分生年月日別乗率×被保険者

期間（月数）×物価スライド率

乗率＝１．２０８／１０００（昭和１５年４月２日～１６

年４月１日生まれ）

物価スライド率＝１．０３１（平成１１年度基準）
※３対象者：配偶者（年収８５０万円未満）、１８歳

高校生以下の子、２０歳未満で１級、２級の

障害のある子

金額＝２９９，７００円（２３１，４００＋６８，３００）

昭和１５年４月２日～１６年４月１日生まれ

Ⅱ．講演要録

＜給付の種類（体系）＞ 基 本 手 当

技 能 修 得 手 当
一般求職者給付

寄 宿 手 当

求 職 者 給 付
傷 病 手 当

高年齢継続被保
険者求職者給付

高年齢休職者給付金

再 就 職 手 当

常 用 就 職 支 度 金
失 業 等 給 付 就職促進給付

移 転 手 当

広 域 求 職 手 当

教育訓練給付 教 育 訓 練 給 付 金

高年齢雇用継続給付金

高年齢再就職給付金

雇用継続給付
育児休業給付 育児休業基本・復帰給付金

介護休業給付 介 護 休 業 給 付 金

注）短時間・短期間・日雇労働被保険者については、本表から省略している。
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年金額を多くするポイントは、次の４点とな

ります。

１）加給年金の受給条件を満たす

①厚生年金を２０年以上加入する。

②６０歳の受給権発生の時に婚姻している。

③配偶者の厚生年金の加入期間が２５年以上

の長期加入の場合は問題が起こりにくい

が、１５年～２０年前後の場合等では、配偶

者の加入期間が１５年未満の方が年金が多

くなるケースがあり、夫婦の年金合計が

どのようになるのか検討が必要。

２）定額部分の被保険者期間３３年２ヶ月～３７

年（４４４ヶ月）を確保する

３）再雇用・再就職時の「年収」と「月収と

一時金の配分」を考える

①月収を抑え、一時金の配分を増やすこと

により老齢厚生年金（在職老齢年金）の

支給停止額を少なくし、かつ社会保険料

等の負担を抑える。

②被保険者期間が３７年以上の方は、定額分

の頭打ち等により年金保険料に見合う年

金の増加は望めない。

③年収の増額を「月収で増額」と「一時金

で増額」の実質的増加の比較では、在職

老齢年金の停止額の増加と社会保険料の

負担増加等のため、実質手取額では「月

収で増加」では増額がその約６０％に対し、

「一時金で増額」では９０％となる。

４）配偶者の「満６０歳以降の国民年金任意加

入」の活用を考える

①専業主婦等で老齢基礎年金の満額

８０４，２００円（昭和１６年４月２日以降の生

まれは加入期間４０年必要）をもらうため、

加入期間４０年未満の場合は、６５歳（満４０年

限度に）の間、国民健康保険（保険料月

額１３，３００円）に加入し、あわせて付加年

金（保険料月額４００円）も必ず申込をする。

②これにより、満６５歳以降に支給される老

齢基礎年金が増え、少なくとも約８年で

保険料が回収できる。

続いて遺族年金について説明したいと思いま

す。厚生年金加入者が在職中に死亡したとき、

あるいは老齢厚生年金受給中または受給権があ

るものが死亡等の場合に遺族年金が支給されま

す。

支給対象者は死亡時の遺族であり、妻・１８歳

未満の子、５５歳以上の夫・父母、１８歳未満の孫、

５５歳以上の祖父母となります。

支給額は次の通り計算されます。

遺族年金支給額＝平均標準報酬月額×

７．５／１０００※１×被保険者期間※２×３÷４

×物価スライド率※３

※１老齢基礎年金受給者または受給権者は生年

月日別乗率を適用して８．１８

老齢年金受給権者＝厚生年金加入期間２０年

（男性４０歳以上１５年）以上
※２最低月数３００
※３物価スライド率＝１．０３１

夫の死亡時の妻の年齢によって次の通り給付

額が決定されます。

①満３５歳以上６５歳未満のとき：満４０歳以後、

中高年寡婦加算（６０３，２００円）

②満６５歳以上のときおよび死亡後妻が６５歳に

なったとき：経過的中高年振替加算が妻の

生年月日に応じて支給。

（例：昭和１７年１０月２日の場合＝２８１，５００円）

なお、遺族年金を受給していた妻が再婚した

場合、遺族年金の受給権は失権します。またそ

の後離婚した場合でも、復権することはありま

せん。

年金証書が届いたときは、「年金額の計算」の

もとになる３要素の内、最少限、「加入期間」「配

偶者分の加給年金が加算されているか」の２要

素はチェックしましょう。自分の記録と年金証

書の内容に疑問を感じた場合は、遠慮せず資料

をもって、裁定請求をした三宮社会保険事務所

で相談してください。

また次のタイミングで、給付される年金等の金

額や内容が何度も変わりますので、その時々に

必要な手続をお忘れのないようにしてください。

６０歳定年退職後のあなたの生活を支える知識
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①満６０歳到達時

②定年退職時

③再雇用退職後

④本人満６５歳到達時

⑤配偶者（妻）満６５歳到達時

⑥本人死亡時 等

ご夫婦で受け取る生涯の年金総額は、皆さん

の平均的なモデル（平均報酬月額３５万円、被保

険者期間４０年、妻の国民年金４０年加入）の場合、

約７，７４０万円にもなり、年金は、私たちの定年

後生活を保証してくれる金の卵を産む鶏です。

税金だって自分が頼り

退職金と税金

まず退職金の税金はどうなるのか説明したい

と思います。退職金は退職所得として、次の計

算で所得額が決定されます。結果を先に言えば、

３７年勤続の場合は退職金が１，９９０万円以下であ

れば退職所得が「０円」となり住民税も含め税

金は「０円」になります。

退職所得＝（退職金－４０万円×２０年以下の勤

続年数－７０万円×２０年を超える

勤続年数）／２

※適格退職年金を選択された方は、その額を退職金

から控除して計算。

退職後の住民税

それでは退職後の住民税はどうなるのでしょ

うか。これは退職年度と次年度以降に分けられ

ますが、まず退職年度では給与で控除できない

退職年度の住民税の残りは、通常、退職金で一

括納付となります。

退職次年度は退職前年の所得により納付義務

が発生します。ただし市町村によって異なりま

すが、減免申請等により減免される場合もあり

ます。ちなみに神戸市は減免がありますが、必

ずお住まいの役所に問い合わせてみて下さい。

雇用保険、年金と税金

雇用保険の基礎手当、再就職手当等の給付金

は全て非課税扱いです。

また、老齢厚生年金や適格退職年金について

は雑所得に分類され、所得は次の通り計算され

ます。

所得＝（老齢厚生年金＋適格退職年金）

－公的年金所得控除額

※公的年金所得控除額：

本人の年齢６５歳未満 年金額１３０万円未満

年金額１３０万円～４１０万円

公的年金所得控除額 ７０万円

年金額×２５％＋３７．５万円

本人の年齢６５歳以上 年金額２６０万円未満

年金額２６０万円～４６０万円

公的年金所得乗除額 １４０万円

年金額×２５％＋７５万円

高齢者にとっての金融機関とのつきあい

５年前の阪神淡路大震災では、私自身も被災

し自宅を建て替える必要があったのですが、当

時はちょうど就職活動中で給与所得というもの

がありませんでした。当然、銀行からお金を借

りようにも返済に対する心配から、なかなか貸

してくれません。しかしここで諦めることなく、

「一体どうすればお金を貸してもらえるのか？」

ということを考え、老後の年金のを含めきちん

とした返済計画を立てて、何度も銀行に相談に

行くことにより、融資をしてもらうことに成功

しました。

土地の評価や家族構成等、それぞれのケース

で条件は異なるので、詳しい話を紹介すること

は差し控えますが、どうすれば目的が達成でき

るのか諦めずに考え、考えるだけでなく勉強し

行動することが大切であることを、このとき改

めて実感しました。

自分で調べて驚いたのですが、厚生年金も立

派な所得としてローン返済の計算ができるので

Ⅱ．講演要録
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す。ですから６０歳定年退職後も、場合によっては

充分にローンを計画することができるのです。

住宅ローンでいうと、住宅金融公庫の融資を

利用する場合には、６０歳以降に申し込みを行う

と完済の期日が７２歳と区切られてしまいます

が、５９歳までなら条件に応じて２０年、３０年といっ

た年数で完済期日を設定することができます。

したがって、もし近い将来に、住宅金融公庫の融

資を利用して住宅を建てる計画がある方は、５９

歳までに申し込むことによって、より無理のな

い返済計画を選択することができるのです。

また、退職金で住宅ローンの借入残高を一括

返済することを計画している方がいるかと思い

ますが、一般的に住宅ローンは他のローンに比

べて金利が非常に低く設定されています。また、

住宅取得等の借入金に対して、住宅借入金等特

別控除による税金の控除を活用することで実質

金利はさらに低くすることができます。もし定

年後に新たにローンを組む計画がある場合は、

低金利の住宅ローンを残しておいて気長に返済

していき、万一の非常時に備え手元に自由にな

るお金を残しておく方がゆとりをもった生活設

計ができる場合もあります。

ただ、住宅ローンを残しておくと、ボーナス

月の返済が多くて大変だという問題も発生する

でしょうから、ボーナス払い分のみ完済する等、

自分にとっていったい何が一番得なのか、金融

機関によく相談することをお奨めします。

お わ り にに

今回の講演テーマは、これまで歩んできた私

の人生の中で、主に会社の業務として取り組ん

できた内容が大半となっていますが、講師の依

頼を受けるにあたって「何に関心があるのか」

「どうすれば理解し易いか」という観点から、

これまでの業務を整理してきました。

自分なりに勉強し資料を調べ体系だててまと

めることにより、新たに知りえた知識やさらに

詳しく知ることができた面が多々あり、結果的

には私自身が一番勉強になりためになったので

はないかと感じています。

これからの人生は、これまで４０数年生きてき

た会社中心のものから、これまで以上の自由時

間の中で、みなさん一人ひとりが選択し主役と

なって過ごすことになるでしょう。冒頭に申し

上げましたが、何事も自らが行動しなければせ

っかくの社会の利益を受けることがほとんどで

きません。潤沢な時間を生かし、どうか何に対

しても積極的に取り組み、若い世代から羨まし

がられるような第２の人生を歩んで下さい。

本日は、みなさんの前で話をする機会を得る

ことができましたが、こうして一同に集まり同

じ体験をするというのも何かの縁だと思いま

す。ぜひこれを機会に同世代のみなさん方が今

後も連絡を取り合えるようなネットワークを作

り、お互いがいつまでも情報交換を通じて連携・

交流が広くできるようになっていただきたいと

思います。 以 上

６０歳定年退職後のあなたの生活を支える知識

昭和１６年生まれ ５９歳

昭和３４年 神戸市立神港高等学校卒業

昭和３４年 神鋼フアウドラー㈱入社

昭和５３年 社会保険労務士資格取得

平成８年 神鋼パンテツク㈱退職

平成９年 兵庫県社会保険労務士会入会

平成１１年 台糖㈱入社

現在に至る

かくたに と し お

角谷 登司雄プロフィール
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Ⅱ．講演要録

手続の内容 手続の窓口 手続の時期

厚
生
年
金

「特別支給の老齢厚生年金」の請求手続 勤務地の（三宮）社会保険事務所 満６０歳到達後、すみやかに

配偶者（妻）の国民年金「種別変更届」 住所地の市区町村役場 退職後すみやかに

年金継続受給のための「年金受給者現
況届」

社会保険業務センター 毎年、誕生日の月末まで

健

康

保

険

「資格喪失後継続療養」の手続 （会社経由）健康保険組合 退職日の翌日から１０日以内

「任意継続被保険者」の申請 （会社経由）健康保険組合 退職日の翌日から２０日以内

国民健康保険加入の「国民健康保険被
保険者取得届」

住所地の市区町村役場 退職日の翌日から１４日以内

退職者医療制度の「退職被保険者該当
届」の提出

住所地の市区町村役場
年金証書到着の翌日から
１４日以内

老人保健制度の「健康保険手帳の交付」
の申請

住所地の市区町村役場 満７０歳到達後、１４日以内

雇

用

保

険

「６０歳到達時賃金日額登録届」の提出 （会社経由）公共職業安定所 満６０歳到達後、すみやかに

「被保険者資格喪失届」の提出 （会社経由）公共職業安定所 退職日の翌日から１０日以内

「受給期間延長申請」の手続 住所地の公共職業安定所 離職日の翌日から２カ月以内

「求職の申込」、「受給資格者の確認」の
手続

住所地の公共職業安定所 会社から離職票受領後、すぐ

失業認定のための「失業認定申告書」
の提出

住所地の公共職業安定所 ４週間に１回（初回は指定日）

「再就職手当」、「常用就職支度金」の
申請

住所地の公共職業安定所 再就職日の翌日から１カ月以内

「高年齢雇用継続給付金・再就職給付
金」の申請

（会社経由）公共職業安定所
２カ月に１回、対象月の翌月末
まで

税

金

「所得税の確定申告」の手続 住所地の税務署 ２月１６日～３月１５日

「公的年金等の受給者の扶養親族等申
告書」の提出

社会保険庁
（初回は社会保険事務所）

毎年１１月頃
（初回年金裁定請求時）

＜参考資料＞ 「主な手続き内容別の手続の窓口と時期」
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